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第１節 「ＰＦＩ推進委員会報告」

第２節 「ＶＦＭ（Value for Money）に関するガイドライン
の改定」及び「ＰＦＩ事業実施プロセスに関するガ
イドラインの改定」について

第３節 ＶＦＭ評価の透明性・客観性の確保

第４節 標準化の推進

第５節 ＰＦＩ制度等の官民連携方法の活用方策

第６節 国の補助金・税制等のイコールフッティングの現況

第７節 ＰＰＰ／ＰＦＩにおける国際的な情報共有

● 第３章 我が国のＰＦＩの課題と今後に向けて

第１節 「ＰＦＩ推進委員会報告」

第２節 「ＶＦＭ（Value for Money）に関するガイドライン
の改定」及び「ＰＦＩ事業実施プロセスに関するガ
イドラインの改定」について

第３節 ＶＦＭ評価の透明性・客観性の確保

第４節 標準化の推進

第５節 ＰＦＩ制度等の官民連携方法の活用方策

第６節 国の補助金・税制等のイコールフッティングの現況

第７節 ＰＰＰ／ＰＦＩにおける国際的な情報共有

ＰＦＩ事業における地球温暖化
防止に向けた取組の現状及び課
題、今後の対応の方向性等につ
いて説明

ＰＦＩ事業における地球温暖化
防止に向けた取組の現状及び課
題、今後の対応の方向性等につ
いて説明

公表資料（平成１９年度末）、
アンケート結果（平成１９年１
２月末日）をもとに、我が国の
ＰＦＩの現況について説明

公表資料（平成１９年度末）、
アンケート結果（平成１９年１
２月末日）をもとに、我が国の
ＰＦＩの現況について説明

ＰＦＩ推進委員会等の議論及び
内閣府が行った検討結果等を踏
まえ、我が国のＰＦＩの課題と
今後の方向性について説明

ＰＦＩ推進委員会等の議論及び
内閣府が行った検討結果等を踏
まえ、我が国のＰＦＩの課題と
今後の方向性について説明
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１１ 地球温暖化防止への対応地球温暖化防止への対応

第１章 地球温暖化防止への対応

●ＰＦＩ事業において地球温暖化対策の推進を考える場合、「地球温暖化対策の推進とＰＦＩ－ＬＣＣの最
小化の両立が可能なケース（ケース１）」や「必ずしも両立できるとは限らないケース（ケース２）」が
ある。前者においてはエネルギー調達を民間事業者の業務範囲に含めること、後者においては民間事業者
に自然エネルギーの活用等についての提案を求めること等の対応策が考えられる。

●ケース１におけるＰＦＩ事業で省エネルギーを推進するための事業スキームを、「光熱水費の負担」及び
「エネルギーマネジメント」の観点から整理すると、官民の役割分担により、主として次の３つの類型に
分類できる。

①両項目が民間事業者の分担となる場合（類型１）：省エネルギー設備の積極的な導入や、エネルギーマネ
ジメントの主体的な実施等が期待できるため、最も省エネルギー効果が高い。

②光熱水費が管理者等、エネルギーマネジメントが民間事業者の分担となる場合（類型２）：事業期間全体
で最もエネルギー効率の高い設備が導入されるとは限らないため、何らかの省エネルギー促進のためのイ
ンセンティブを組み込む必要がある。

③両項目が管理者等の分担となる場合（類型３）：エネルギーに関して民間事業者の創意工夫を発揮できる
余地が少ないため、類型１、２より省エネルギー効果は得られにくい。

◆エネルギーに関する官民の役割分担に基づく事業類型

管理者等

管理者等

民間事業者

光熱水費負担

エネルギーに関する役割分担事業

スキーム

民間事業者類型１

民間事業者類型２

管理者等類型３

エネルギーマネジメント

◆エネルギー関連の事業スキーム
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我が国のＰＦＩ事業の実施状況を把握するために、平成１９年度末の公表資料に基づき整理するとともに、
平成１９（２００７）年１２月末日までに実施方針を公表した管理者等に、アンケート調査を実施した。

●実施方針を公表済みのＰＦＩ事業数は年々増加。平成１９年度末で件数は３０３件にのぼり、事業費も約
２.５兆円に達している。また、すでに運営段階に至っている事業の数も、平成１９年度末で１７７件と、
実施方針を公表済みのＰＦＩ事業数の６割近い件数にまで増加。

２－１２－１ ＰＦＩ事業の実施状況ＰＦＩ事業の実施状況 第２章 我が国におけるＰＦＩの現況

◆事業数（実施方針公表数）及び事業費の推移（累計）

（注）事業費については、管理者等から公表された落札金額、提案価格又は契約金額を計上したものである。また、公的負担の
ない事業についての事業費は含まれていない。年度については契約年度ごとに分類している。
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２－２２－２ ＰＦＩ手法の導入事例ＰＦＩ手法の導入事例 第２章 我が国におけるＰＦＩの現況

●我が国のＰＦＩ事業の中でも特色のある案件について、管理者等にヒアリングを行った。その結果、選定
事業者の創意工夫等により、公共部門の財政支出の削減や、サービスの質の向上等が実現されていること
が明らかになった。

広域行政事務組合によるごみ
処理施設ＰＦＩ事業

益田地区広域クリーンセンター
整備及び運営事業

大規模浄水場排水処理施設の
ＰＦＩ事業

大久保浄水場排水処理施設等整
備・運営事業

国立大学法人初の寄宿舎
ＰＦＩ事業

東北大学（三条）学生寄宿舎整
備事業

運営全般の民間委託・需要リ
スクの移転により、低廉で質
の高いサービスの提供を可能
にしたケアハウスＰＦＩ事業

杉並区井草介護強化型ケアハウ
ス整備等事業

我が国初の空気調和設備
ＰＦＩ事業

京都市立小学校冷房化等事業

我が国で初めて消防庁舎、指
令システム及び支援システム
にＰＦＩを導入した事業

東大阪市消防局・中消防署庁舎
整備事業

我が国初の体験型総合公園を
対象としたＰＦＩ事業

長井海の手公園整備等事業

我が国初の天文台ＰＦＩ事業新仙台市天文台整備・運営事業

特色紹介事例 これまでＰＦＩが実施されていなかった種類
の施設も供用開始

・天文台（新仙台市天文台整備・運営事業）

・体験型公園（長井海の手公園整備等事業）

・消防庁舎
（東大阪市消防局・中消防署庁舎整備事業）

・空調設備（京都市立小学校冷房化等事業）

これまでＰＦＩが実施されていなかった種類
の施設も供用開始

・天文台（新仙台市天文台整備・運営事業）

・体験型公園（長井海の手公園整備等事業）

・消防庁舎
（東大阪市消防局・中消防署庁舎整備事業）

・空調設備（京都市立小学校冷房化等事業）

施設整備計画上の創意工夫によるコスト削減
・共有スペースの整備
（杉並区井草介護強化型ケアハウス整備等事業）

・省エネルギーに貢献
（大久保浄水場排水処理施設等整備・運営事業）

施設整備計画上の創意工夫によるコスト削減
・共有スペースの整備
（杉並区井草介護強化型ケアハウス整備等事業）

・省エネルギーに貢献
（大久保浄水場排水処理施設等整備・運営事業）

民間事業者が参入しやすくなるための工夫

・民間事業者に対するヒアリング等の活用

（新仙台市天文台整備・運営事業、
益田地区広域クリーンセンター整備及び運営事業）

・現地見学会の開催、民間事業者へ個別説明
（大久保浄水場排水処理施設等整備・運営事業）

民間事業者が参入しやすくなるための工夫

・民間事業者に対するヒアリング等の活用

（新仙台市天文台整備・運営事業、
益田地区広域クリーンセンター整備及び運営事業）

・現地見学会の開催、民間事業者へ個別説明
（大久保浄水場排水処理施設等整備・運営事業）
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●ＰＦＩ推進委員会では、民間事業者（経済団体、金融機関）、関係省庁、地方公共団体からのヒアリング、
管理者等へのアンケート、国民各層からの公開意見募集等により、ＰＦＩに関する幅広い意見、要望を聴
取した上で、ＰＦＩに関する諸課題について検討を行った。この検討結果を、「ＰＦＩ推進委員会報告―
真の意味の官民のパートナーシップ（官民連携）実現に向けて―」として平成１９年１１月にとりまとめ
た。同報告ではＰＦＩの課題と今後の対応の方向性について１５の項目ごとに整理を行った。さらに１５
の個別課題の中から、大きく４つの課題を重点的に検討し速やかに措置を講ずべき課題として抽出した。

３－１３－１ 「ＰＦＩ推進委員会報告」「ＰＦＩ推進委員会報告」 第３章 我が国のＰＦＩの課題と今後に向けて

◆ＰＦＩ推進委員会報告―真の意味の官民のパートナーシップ（官民連携）実現に向けて―

民間事業者
実際の事業の進捗をみると、官民が対等な

立場にあるとは言い難いという強い不満

重点的に検討し速やかに
措置を講ずべき課題

公共施設等の管理者等

ＰＦＩは手間がかかり、使いやすい手法に
なっていないので、敬遠する動きあり

継続的に検討すべき課題

真の意味の官民の
パートナーシップ実現

・対等なパートナーシップの実現
のための速やかな環境の整備

・標準化・ノウハウの共有により、
より使いやすい制度に改善

・成果の現場への速やかな浸透

15の課題を整理、
対応の方向性を提示

補助金、税制等の支援措置のイコールフッティングの必要性

地球温暖化防止への対応

他の官民連携手法とのノウハウの共有、活用及び必要な調整の
実施

運営段階における課題に対する適切な対応

契約書等の標準化の推進

より透性が高く民間の創意工夫が生かせる入札プロセスの実現

要求水準書の明確化

リスクの分析及びマネジメントについての考え方の整理の必要性

ク

キ

カ

オ

エ

ウ

イ

ア

重点的に検討し速やかに措置を講ずべき課題

他の官民連携手法とのノウハウの
共有、活用及び必要な調整の実施

地球温暖化防止への対応

補助金、税制等の支援措置の
イコールフッティングの必要性

個別具体のプロセスごとの課題

ファイナンスについての検討コ

コンサルタントの役割の更なる向上
の必要性

サ

官民双方がノウハウの共有化をは
かる効率的な仕組みの検討

シ

プレーヤーの拡大の必要性ス

ＰＦＩの市場の拡大に向けた検討セ

災害対応その他現下の政策課題に
かかわる検討

ソ

ＶＦＭ評価についての継続的検討

継続的に検討すべき課題

ケ
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●ＰＦＩ推進委員会では、総合部会に「ＶＦＭ評価に関するワーキンググループ」を設置し平成１８年９月
から平成１９年４月にかけて検討を重ね、ワーキンググループ報告書を取りまとめた。この報告書を踏ま
えて平成１９年６月に「ＶＦＭ（Value for Money）に関するガイドライン」の改定が行われた。

●「ＰＦＩ事業実施プロセスに関するガイドライン」については、事業者選定における審査方法及び総合評
価方式について平成１９年６月に改定が行われた。

３－２「ＶＦＭ（３－２「ＶＦＭ（Value for MoneyValue for Money）に関するガイドラインの改定」及）に関するガイドラインの改定」及

び「ＰＦＩ事業実施プロセスに関するガイドラインの改定」にび「ＰＦＩ事業実施プロセスに関するガイドラインの改定」に
ついてついて

第３章 我が国のＰＦＩの課題と今後に向けて

◆改定の概要

・事業者選定における審査方法については、外部コンサルタントの活用や
審査委員会の審議に係る留意事項が追加された。
・また、事業者選定は総合評価方式を原則とした平成17（2005）年のPFI
法改正にあわせ、同様に総合評価方式を原則とするよう改定された。

ＰＦＩ事業実施プロセス
に関するガイドライン

・改定の際、ＶＦＭ評価に関する２３の課題を抽出し、これらの課題につい
てＶＦＭ評価に関する「本質的課題」と「実務的な課題」とに分けて議論が
行われた。

・本質的課題については、「ＶＦＭの位置づけ」、「ＶＦＭの源泉」を中心に、
実務的課題については「割引率の設定方法」、「ＰＳＣの算出方法」、「ＰＦＩ
事業のＬＣＣの算出方法」を中心に整理された。

ＶＦＭ(Value for 
Money)に関するガイドラ
イン
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●総務省の「ＰＦＩ事業に関する政策評価書」（平成２０年１月）では、ＶＦＭ評価について、ＶＦＭ算出
の具体的な方法を示すなどガイドラインの充実、ＶＦＭ算出にかかる事例の蓄積・情報提供、支援方策の
充実等が求められた。

●ＶＦＭ評価の透明性・客観性の確保に向けて、特定事業選定時のＶＦＭについてＰＳＣやＰＦＩ－ＬＣＣ、
割引率等の算出過程や算出方法の公表や、民間事業者の選定後においてもＶＦＭを算出し結果を公表する
こと等について、ＶＦＭガイドライン等による趣旨の普及啓発をはかることは有効と考えられる。

３－３３－３ ＶＦＭ評価の透明性・客観性の確保ＶＦＭ評価の透明性・客観性の確保
第３章 我が国のＰＦＩの課題と今後に向けて

２－１－４と２－１－５

◆特定事業選定時のＶＦＭ算定結果公表項目

（注）1.   複数回答
2.   実際に公表した項目N＝149、今後公表が可能な項目 N＝147
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●英国やオーストラリアなどでは、契約書や、業務要求水準書等の標準的な文例の集積やガイドラインが整
備され、公共側のノウハウの共有化が推進されている。

●我が国でも、サービス内容・対価等の変更メカニズム、業務要求水準書・モニタリング・支払いメカニズ
ムの連動、中立的な専門家による紛争解決などを中心に、契約書の標準化や、業務要求水準書の明確化に
向けた検討が進められている。

３－４３－４ 標準化の推進標準化の推進
第３章 我が国のＰＦＩの課題と今後に向けて

◆諸外国の標準化に向けた主な取組

・「リスク分担及び契約に関する課題（Risk Allocation and Contractual Issues）」
（２００１年）

・「標準的な取引条件に関する指針（Standard Commercial Principles）」
（２００８年改定）

オーストラリア・
ヴィクトリア州

・「ＰＦＩ契約の標準化（Standardisation of PFI Contracts）」 （第４版２００７年）

・調達パック（Procurement Pack）

「住宅ＰＦＩ（Housing PFI）」（２００４年）

「複合施設ＰＦＩ（Joint Service Centres: PFI and NHS LIFT）」（２００７年）

「消防および警察（Fire and Rescue Service and Police）」（２００７年）

「ソーシャル・ケア（Social Care）」（２００８年）

「街灯（Street Lighting）」（２００８年）

「スポーツ及びレジャー（Sports and Leisure）」（２００７年) 等

英国
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●ＰＦＩ、指定管理者制度、市場化テストについての実態及び実務上の課題などについて把握するために、
事業管理者を対象にアンケートを実施した。

●今後は、各制度の特徴を考慮しつつ、これらの官民連携手法を更に充実させていくために、それぞれの官
民連携手法が有しているノウハウを共有し、例えば、ＰＦＩで培われたリスク分担に関するノウハウを指
定管理者制度や市場化テストで活用するなど、各官民連携手法に不足している点を補っていくことが望ま
れる。

３－５３－５ ＰＦＩ制度等の官民連携方法の活用方策ＰＦＩ制度等の官民連携方法の活用方策
第３章 我が国のＰＦＩの課題と今後に向けて

◆官民連携手法ノウハウ共有イメージ

事業内容の検討段階 受託者選定段階 事業実施段階

リスク分担 定量的水準コスト比較公平性確保 意見聴取・情報交換 公平性・透明性の確保 意見聴取 モニタリングと支払いメカニズム 意見聴取
官民協議職員処遇
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●地方公共団体がＰＦＩ事業を実施する際の国の補助金等の平成２０（２００８）年３月末時点の適用状況
について、関係省庁に対する調査の結果、ＢＯＯ方式ではイコールフッティングが改善されているが、Ｂ
ＴＯ方式もＢＯＴ方式も前回とはほぼ変わりがないことが判明した。内閣府としては今後更なるイコール
フッティングを推進していきたいと考えている。

●税制については、個別の事業を所管している省庁により、逐次分野別の税制の特例措置が導入されている。
具体的には、①港湾公共荷さばき施設等（コンテナ荷さばき施設）、②一般廃棄物処理施設、③国立大学
の校舎について、固定資産税、不動産取得税、都市計画税の課税標準の二分の一とするという特例措置が
講じられている。さらに平成１７（２００５）年度の税制改正では、分野を特定せず、ＢＯＴプロジェク
トであり、公共代替性が強く民間競合のおそれのないもの等一定の要件を満たすものについては、分野別
特例措置と同等の税制上の特例措置が認められた。

３－６３－６ 国の補助金・税制等のイコールフッティングの現況国の補助金・税制等のイコールフッティングの現況
第３章 我が国のＰＦＩの課題と今後に向けて

◆事業数（実施方針公表数）及び事業費の推移（累計）

補助対象
90％

非補助対象
10％

検討中
6％ 補助対象

88％

非補助対象
12％

検討中
7％

補助対象
69％

非補助対象
31％

検討中
23％

補助対象
69％

非補助対象
31％

検討中
12％

非補助対象
73％

検討中
6％

補助対象
21％

補助対象
35％

非補助対象
65％

検討中
3％

【BTO】 【BOT】 【BOO】

（平成17年3月） （平成17年3月） （平成17年3月）

（平成20年3月） （平成20年3月） （平成20年3月）
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●英国、オーストラリア（ヴィクトリア州）、韓国などでは、多くのＰＰＰ／ＰＦＩ事業が運営段階に至り、
運営段階の様々な課題も判明してきている。諸外国では、現実の事業の経験から得た教訓を踏まえてＰＰ
Ｐ／ ＰＦＩ制度を調整していくことが求められており、国際的な情報共有の試みが行われている。

●内閣府ＰＦＩ推進室は、平成１９（２００７）年度、国際的な情報共有のため、下記のような取組を実施
した。

３－７３－７ ＰＰＰ／ＰＦＩにおける国際的な情報共有ＰＰＰ／ＰＦＩにおける国際的な情報共有

第３章 我が国のＰＦＩの課題と今後に向けて

◆内閣府ＰＦＩ推進室の国際的な情報共有に向けた取組

各国政府のＰＰＰ／ＰＦＩ推進部門（ＰＰＰ／ＰＦＩユニット）が直面し
ている課題について解決策を見出していくために、意見交換、情
報の共有を行う場として、ＰＰＰ／ ＰＦＩに係るインターネット上の
国際会議「ＰＰＰ Web Tokyo Conference 」を開催している。平成
２０年（２００８）年は、標準契約などをテーマに議論を行った。

②ウェブカンファレンス

世界銀行研究所（World Bank Institute）の主催によりＰＰＰＩ Days 
２００７（Public Private Partnership in Infrastructure：インフラ整備
に関する官民連携）が平成１９（２００７）年６月７日、８日にワシン
トンで開催され、発表者として参加した。

③世界銀行ＰＰＰＩ Days ２００７へ
の参加

ＰＰＰ／ ＰＦＩ分野における情報と経験の共有をはかることを目的
として、年１回の頻度で開催している。平成１９（２００７）年度は第
２回目であり、韓国で開催された。

①日韓定期ＰＦＩ推進交流会議


